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点から批判をし，自説の根拠とする（Crane, 2003, p. 44）。第1に，会社は，会社内において個々

































理的・推論的な認識或いは判断である（Maritain, 1953, p. 22）。
　しかし，概念化して認識される限りの観念的事物は存在者全てではない。概念化的認識は人
間認識の二次的なものに過ぎなく，一次的存在把握は，概念化的認識ではない本性適合的認識












「我々デアルところのもの」（what we are）や，我々自身の〈存在〉に関する内的な傾向性（the 


























互恵性（reciprocity）・相互性（mutuality）（Rawls, 2001, p. 49, fn. 14）に基づく社会的協同の体系
という基礎的な観念（Rawls, 2001, §2）において結合し，把握することは，J. Rawlsが指摘する





























実体的統一性を構成し，そして，実体的統一性を正に「それであるところのもの」（that which it 
is）と規定する。詰り，形相が質料を形作るよう秩序付けられているが故に，等しく空間性の中
へ埋め込まれている他の諸存在と共に，同様の種的本性を共有する然々の存在において，形相













































（Maritain, 1947, p. 26）。よって，人間存在は第一質料的原理の観点からみれば物的個体として捉
えられ，実体的形相原理の観点からみれば人格者として捉えられ，人間存在は同時に個体でもあ



































が要求されるのは，以下の2つの根拠による（Maritain, 1947, pp. 37―8，なお，メスナー，1994，
pp. 157―65，参照）。
　第1に，人格は，人格の根源的な寛大性の観点からすれば，存在・生・可知性・愛の深淵に刻




























































































































我々の関連性（our relationship of person to person）において生じる各自のかかる認識（knowing）において），
計り知れないほどの役割を果たしている」とする（Maritain, 1953, p. 23）。
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